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バリアフリー法に基づく「建築物のバリアフリー基準の見直し方針」について 

 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(バリアフリー法) に基づき、

不特定かつ多数の者又は主として高齢者、障害者等が利用する建築物について、一定の

規模以上のものに対して建築機会を捉えバリアフリー化が推進されているところです。 

今般、国土交通省において、バリアフリー法に定めた車椅子使用者用便房、車椅子使

用者用駐車施設等の設置数に関する基準の見直しに向けた「建築物のバリアフリー基準

の見直し方針」が別添のとおり作成され、本会宛に周知方依頼がありましたのでご連絡

申し上げます。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、郡市区医師会及び

関係機関への周知方についてご高配賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

【参考】 

国土交通省ＨＰ「建築物のバリアフリー基準の見直しに関する検討ＷＧ」 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_tk_000183.html 

 



事 務 連 絡 

令和６年３月２９日 

 

事業者団体   御中 

劇場等関係団体 御中 

建築関係団体  御中 

 

国土交通省 住宅局 参事官（建築企画担当）付 

 

建築物の更なるバリアフリー化の推進に向けて 

 

平素より建築物のバリアフリー化の推進にご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

わが国では高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下「バリアフ

リー法」という。）に基づき、不特定かつ多数の者又は主として高齢者、障害者等が利用

する建築物について、一定規模以上の建築機会を捉えバリアフリー化を推進していると

ころです。 

国土交通省では、学識経験者、障害者団体、事業者団体等で構成する「高齢者、障害者

等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準に関するフォローアップ会議」に、「建築物の

バリアフリー基準の見直しに関する検討ＷＧ」（以下「検討ＷＧ」という。）を令和５年

６月に設置し、バリアフリー法に定めた車椅子使用者用便房、車椅子使用者用駐車施設、

車椅子使用者用客席の設置数に関する基準の見直しに向けての検討を重ね、別紙のとお

り建築物のバリアフリー基準の見直し方針（以下「見直し方針」という。）を作成しまし

た。貴団体におかれましては、所属される事業者に広く周知いただきますようお願いい

たします。 

今後、見直し方針に基づきバリアフリー法施行令等（以下「政令等」という。）の改正

を進めてまいります。政令等の公布後、一定の周知期間を確保した上で施行を迎えるこ

ととなります。飲食店や物販店舗等の商業施設、映画館、音楽ホール、スタジアム等の

観覧施設、その他不特定多数の方等が利用する施設の企画・設計・整備に携わる皆様に

おかれましては、本見直し方針を参考に施設の企画・設計を行っていただくよう、ご協

力をお願いいたします。 

 

（別 紙） 

  建築物のバリアフリー基準の見直し方針 

（参 考） 

検討ＷＧの資料は、国土交通省ＨＰ（下記ＵＲＬ）に掲載されています。 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_tk_000183.html 

【問合せ先】 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）付 バリアフリー班 

（住所）東京都千代田区霞が関２－１－３ 

（電話）03-5253-8111【内線 39-545】 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建築物のバリアフリー基準の見直し方針

建築物のバリアフリー基準の見直しに関する検討ＷＧ報告

（令和６年３月２９日）



・ 便所のある箇所に１箇所以上を設ける。

＜標準的な建築物＞

・ 各階に１箇所以上※設ける。

＜小規模階を有する建築物＞（床面積1,000㎡未満の階（小規模階）を有する場合）

・ 小規模階の床面積の合計が1,000㎡に達する毎に１箇所以上※設ける。

＜大規模階を有する建築物＞（床面積10,000㎡を超える階（大規模階）を有する場合）

階の床面積が
・ 10,000㎡を超え40,000㎡以下の場合、当該階に２箇所以上※を設ける。
・ 40,000㎡を超える場合、20,000㎡毎に１箇所を追加※する。

※ 建築条件に応じた設計の自由度を確保するため、設置箇所は任意とする。

車椅子使用者用便房の設置数に係る基準の見直し方針
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・ 各階に１箇所以上を設ける。
・ 階の便房数が200箇所以下の場合、２%以上を設ける。
・ 階の便房数が201箇所以上の場合、１%＋２箇所以上を設ける。

義務基準

バリアフリー法の政令改正により、車椅子使用者用便房の設置数について、原則、各階に１箇所以上を設置するよう

見直しを行う。

誘導基準

・ 建築物に１箇所以上を設ける。
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（１）「小規模階を有する建築物」に該当する場合

ケース③ケース②ケース①

便所のある階の
イメージ

地上５階地上５階地上５階階数

4,000～4,999㎡3,000～3,999㎡2,000～2,999㎡延べ床面積

５５５便所のある階の数

４３２
建築物に設置する
車椅子使用者用便房
の数

400～599.8㎡/階 600～799.8㎡/階 800～999.8㎡/階

2

見直し方針（義務基準）に基づく車椅子使用者用便房の設置イメージ



（２）「大規模階を有する建築物」に該当する場合
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ケース⑥ケース⑤ケース④

便所のある階の
イメージ

地上３階地上３階地上３階階数

210,000㎡150,000㎡90,000㎡延べ床面積

４４３当該階の便所の数

４３２
当該階に設置する
車椅子使用者用便房
の数

50,000㎡/階30,000㎡/階 70,000㎡/階

見直し方針（義務基準）に基づく車椅子使用者用便房の設置イメージ



・ 200台以下の場合、２％以上を設ける。
・ 201台以上の場合、１％＋２台以上を設ける。

車椅子使用者用駐車施設の設置数に係る基準の見直し方針

4

義務基準

バリアフリー法の政令改正により、車椅子使用者用駐車施設の設置数について、駐車台数に対する割合で定めるよう

見直しを行う。

誘導基準

・ １台以上を設ける。

・ ２％以上を設ける。
・ 200台以下の場合、２％以上を設ける。
・ 201台以上の場合、１％＋２台以上を設ける。
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車椅子使用者用客席の設置数に係る基準の見直し方針
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・ 200席以下の場合、２％以上を設ける。

・ 201～2,000席の場合、１％＋２席以上を設ける。

・ 2,001席以上の場合、0.75％＋７席以上を設ける。

義務基準

バリアフリー法の政令改正（条文新設）により、車椅子使用者用客席の設置数について、客席の総数に対する割合で

定めるよう見直しを行う。

誘導基準

・基準なし

・400席以下の場合、２席以上を設ける。

・401席以上の場合、0.5％以上を設ける。

※ 構造に係る基準（幅90cm以上、奥行135cm以上等）も定める。

・100席以下の場合、２席以上を設ける。

・100～200席の場合、２％以上を設ける。

・201～2,000席の場合、１％＋２席以上を設ける。

・2,001席以上の場合、0.75％＋７席以上を設ける。

現行 見直し案
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各施設の設置数に係る基準の見直し案に対する主な意見への対応方針

＜車椅子使用者用便房＞

・ 誘導基準の見直し案について、便所のある箇所の数え方を明確にすべき。
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＜車椅子使用者用駐車施設＞

・ 車椅子使用者用駐車施設の舗装の色を青色とすることを全国的に周知すべき。

＜車椅子使用者用客席＞

・ 構造（サイトラインの確保・前面の手すり高さ・同伴者席を隣接して設置）と分散配置を、
設置割合とセットで義務基準とすべき。

・ サイトラインの確保については、各施設の特性に合わせ設計やソフト対応で考えるべき。

・ サイトライン検討の視焦点は、演目によって変わるのではないか。

・ 確認審査の効率性・実効性の観点から、サイトラインの確保を義務基準とすることは困難。

・ 前面の手すり高さについては、歩行者の安全性確保（転落防止）の観点も必要ではないか。

○ 「各施設の設置数に係る基準」以外の様々な意見については、まずは令和６年度に予定している「建築設計標準」

や「（仮称）当事者参画ガイドライン」に反映する。

○ サイトラインの確保等客席に係るその他の事項については、上記に加え、令和６年度以降も継続して、①現状の把

握（海外制度含む）、②技術的検討、③実効性の高い枠組みの検討（義務付けの検討含む）等を進める。

「各施設の設置数に係る基準」
以外の主な意見



バリアフリー法に基づく容積率緩和の特例制度の拡充の検討（報告）

第24条特例第19条特例

建築物特定施設の床面積が著しく大きい
建築物

特定建築物のうち所管行政庁による認定を受けた
認定建築物

対象建築物

国土交通大臣が定める基準※に適合

※ 国土交通省告示第1481号（H18）に規定
誘導基準に適合要件

建築物特定施設のうち
共用部分及居室内の部分で

通常必要となる面積からの増加分

【対象となる建築物特定施設】

廊下等、階段、傾斜路、便所、駐車場、ホテル、
旅館の客室（便所又は浴室等）、浴室、シャワー室

建築物特定施設のうち
共用部分で

通常必要となる面積からの増加分

【対象となる建築物特定施設】

廊下等、階段、傾斜路、便所、駐車場

容積率算定に
あたり不算入
とする部分

許可の範囲内建築物の延べ面積の１割まで不算入可能不算入の上限

特定行政庁の許可※

※ 建築審査会の同意が必要
所管行政庁の認定必要な手続き

ソフト対応による代替措置が困難な車椅子使用者用便房の設置の一層の促進を図るために、バリアフリー法第24条に

基づく容積率緩和の特例制度の拡充について検討する。
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容積率緩和の特例制度の拡充に向けた告示の見直し案（報告）

見直し案現行

次の基準のいずれかに適合すること

・ 全ての建築物特定施設が誘導基準に適合する

・ 車椅子使用者の到達可能な車椅子使用者用
便房※を設ける

次の基準に適合すること

・ 全ての建築物特定施設が誘導基準に適合する特定建築物

次の基準のいずれかに適合すること

・ 車椅子使用者の到達可能な車椅子使用者用
便房※を設ける

次の基準に適合すること

特定建築物
以外

バリアフリー法第24条に基づく容積率緩和の特例制度の適用要件を定めた「国土交通省告示第1481号」に車椅子使用者用

便房の設置のみで特例が可能となるよう規定を追加することで車椅子使用者用便房の設置を促進する。

赤字:現行の基準に追加した箇所※ 車椅子使用者用便房の構造は以下の通り

・ 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること

・ 車椅子使用者が円滑に利用できるよう十分な空間が確保されていること
8

・ 以下の全てに適合する

（略）出入口

（略）廊下

（略）階段

・ 腰掛便座及び手すりの設けた便房がある

・ 出入口の幅が８０ｃｍ以上である

・ 戸を自動開閉とするなど車椅子使用者が
容易に開閉・通過できる構造である

便所

（略）
敷地内
通路

・ 以下の全てに適合する

（略）出入口

（略）廊下

（略）階段

・ 腰掛便座及び手すりの設けた便房がある

・ 出入口の幅が８０ｃｍ以上である

・ 戸を自動開閉とするなど車椅子使用者が
容易に開閉・通過できる構造である

便所

（略）
敷地内
通路



【参考】建築物のバリアフリー基準の見直しに関する検討ＷＧについて

【学識経験者】

・ 髙橋 儀平 東洋大学 名誉教授（座長）

・ 佐藤 克志 日本女子大学 教授

・ 菅原 麻衣子 東洋大学 教授

・ 松田 雄二 東京大学大学院 准教授

・ 布田 健 国立研究開発法人 建築研究所

【障害者団体】

・ （社福） 日本身体障害者団体連合会

・ （一社） 日本パラリンピアンズ協会

・ （公社） 全国脊髄損傷者連合会

・ （ＮＰＯ） ＤＰＩ日本会議

【事業者団体】

・ （一社） 日本ビルヂング協会連合会

・ （一社） 不動産協会

・ （一社） 日本ショッピングセンター協会

・ 日本チェーンストア協会

・ （一社） 全日本駐車協会

○バリアフリー基準のうち、建築物内に設ける「車椅子使用者用便房・駐車施設の設置数」「車椅子使用者用客席」について

は、建築設計標準の普及等を通じて規模に応じた複数整備が進展しているものの、高齢者、障害者等の外出機会の増大

等に伴い、バリアフリー化を着実に進めるための環境整備が求められているところ。

○このため、学識経験者、当事者団体、事業者団体等で構成する「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標

準に関するフォローアップ会議」に、「建築物のバリアフリー基準の見直しに関する検討ＷＧ」を設置し、「車椅子使用者用

便房・駐車施設」や「車椅子使用者用客席」の設置数に関する基準について、整備状況等の現状分析を実施するとともに、

基準見直しの方向性について検討する。

趣旨

検討経過

内容時期

トイレ・駐車場・客席の実態調査

［調査対象］
・調査期間内に確認済証が交付された建築物
・近年に竣工したスポーツ施設

2022（令和４）年８月～

第１回検討WG

・実態調査結果、課題の共有
2023（令和５）年６月23日

第２回検討WG

・関係団体の意見の取りまとめ
・バリアフリー基準の素案（トイレ）の提示

2023（令和５）年８月31日

第３回検討WG

・バリアフリー基準の素案（トイレ（再見直し
案）、駐車場・客席）の提示

2023（令和５）年12月8日

第４回検討WG

・バリアフリー基準の見直し方向のとりまとめ
2024（令和６）年3月12日
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【劇場等関係団体】

・ 全国興行生活衛生同業組合連合会

・ （公社） 全国公立文化施設協会

【建築関係団体】

・ （一社） 日本建築士事務所協会連合会

・ （一社） 日本建設業連合会

・ （公社） 日本建築家協会

・ （公社） 日本建築士会連合会

【地方公共団体】

・ 東京都

・ 大阪府

・ 横浜市

・ 日本建築行政会議バリアフリー分科会

検討WGメンバー
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